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Ⅰ 公共工事の入札・契約制度に係る法体系 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

対象：地方公共団体 

 

地方自治法 

入札・契約の基本的な手続を規定 

 
 

対象：国、地方公共団体、特殊法人等 

          目的：公共工事の品質確保の促進 

 

公共工事の品質確保 
の促進に関する法律 

《品確法の基本理念》 
① 現在及び将来にわたる公共工事の品質の確保 
② 中長期的な担い手の育成・確保 
③ ダンピング防止 

 

対象：国、地方公共団体、特殊法人等 

         目的：公共工事の入札契約の適正化 

 

公共工事の入札及び契約の 

適正化の促進に関する法律 

《基本的・具体的な措置》 

① ダンピング対策の強化 

② 契約の適正な履行を確保 

 

対象：建設業者、国、地方公共団体 

目的：建設工事の適正な施工確保と建設

業の健全な発達 

 

 

 

 

 

対象：国、地方公共団体 

目的：入札談合等の防止 

建設業法 入札談合等関与行為防止法 

建設業の許可基準、建設業者とし
ての責務等を規定 

発注機関の職員の入札談合等関与
行為の防止を規定 

公共工事の発注者・受注者が、入札契約適正化のために講ずべき
基本的・具体的な措置を規定 

公共工事の品質確保のための基本理念や発注者・受注者の責務を
明確化し、品質確保の促進策を規定 

《建設業者としての責務等》 
① 建設工事の担い手の育成・確保 

② 適正な施工体制確保の徹底 
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Ⅲ 契約の方式（地方自治法） 

《契約締結方法の原則（自治法 234条第１項、第２項）》 

 

 ● 一般競争入札  

調達案件毎に予め資格要件を定めて入札参加希望者を公募し、参加希望者の中から資格要件を満たす 

 者の全員で入札を行う方法 
 

種 類 メリット デメリット 

一般競争入札 

・広範な参加機会の確保 

・業者選定過程の透明化・公正化 

・競争性・経済性の高まり 

・発注者の恣意性の排除 

・不適・不誠実業者の排除が困難 

・過当競争、ダンピングによる質の低下 

・入札参加資格審査等の事務量の増加 

 

 《本県における運用》  
   運 用：個別の契約の性質又は目的により競争を適正かつ合理的に行うため、特に必要があると認め 

る場合には、当該入札に参加する者の事業所の所在地又はその者の当該契約に係る工事等につ 

いての経験若しくは技術的適性の有無等などの加重的な参加資格（自治法施行令第 167条の 

５の２）を設定して入札を実施 

 

 ● 指名競争入札  

 発注者が、能力や実績等に基づいて選定した一定数の業者を指名して入札を行う方法 

《自治法施行令で定める要件（施行令 167条）》 

 ① その性質又は目的が一般競争入札に適しないとき。 

 ② 競争に加わるべき者の数が一般競争入札に付する必要がないと認められる程度に少数であるとき。 

 ③ 一般競争入札に付することが不利と認められるとき。 
 

種 類 メリット デメリット 

指名競争入札 

・施工能力など工事特性に合わせた能力を 

 有する業者を選定できる。 

・不良不適格業者を事前に排除できる。 

・入札参加審査等の事務量の軽減 

・恣意的な運用の恐れ 

・指名行為による競争性の低下と談合誘発 

 の可能性 

・入札参加機会が制限される。 

 

 《本県における運用》  

   運 用：発注者が、能力や実績等に基づいて選定した一定数の業者を指名して入札を実施 

 

 ● 随意契約   

競争の方法によらないで、任意に特定の相手方を選択して契約を締結する方法 

《自治法施行令で定める主な要件（施行令 167条の２）》 

 ① 緊急の必要により競争入札に付すことができないとき。 

 ② 競争入札に付すことが不利と認められるとき。 

 ③ 競争入札に付した結果、入札者がいないとき。 

 ④ 契約の性質又は目的が競争入札に適しないとき。 

 ⑤ 一定金額以下の少額契約を締結するとき。 

 ⑥ 落札者が契約を締結しないとき。 

 ⑦ 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結できる見込みがあるとき。 

契約の種類 都道府県・指定都市 市町村（指定都市を除く。） 

工事・製造請負 ４００万円 ２００万円 
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Ⅳ 広島県の建設工事の入札・契約手続の概要について 

１ 建設工事入札参加資格認定の流れ（令和７・８年度資格認定） 

 

 

 

 

                                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

公共工事の競争入札等に参加しようとする建設業者 

（建設業法による建設業許可を受けた者） 

経営事項審査 
 

許可をした地方整備局長 
又は都道府県知事が審査 

競争入札 

参加資格申請 

算出された総合数値に
応じ、有資格者を格付 

競争入札参加資格認定 

（経営事項審査の審査項目） 

 
① 経営規模（Ｘ１、X２） 
 ・工事種類別年間平均 
  完成工事高（Ｘ１） 
 ・自己資本額等 
  職員数  （X２） 
②経営状況（Ｙ） 
 ・経営状況分析 
③技術力（Ｚ） 
 ・建設業の種類別技術職

員数等 
④その他の審査項目（社会性等）（Ｗ） 

 ・労働福祉の状況、営業
年数、防災協定締結の状
況、法令順守の状況等 

上記により「総合評点」を 

算出 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

客観的事項の審査（客観数値） 
 

経営事項審査「総合評点」 

「客観数値」＋「主観数値」
により「総合数値」を算出 

※ 業種ごとの格付の概要 

 

 

 

 

 

 

格  付 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

総合数値 1,355以上 920以上 670以上 670未満 

 《「土木一式」以外の業種の格付》 

：建築一式、とび・土工・ｺﾝｸﾘｰﾄ、解体、法面処理、舗装造園、電気、管鋼構造物、塗装、水道 の１１業種 ⇒ 【４段階に格付】 

：しゅんせつ、機械器具設置、電気通信 の３業種 ⇒ 【３段階に格付】   

《土木一式の格付》 

＝ 

主観的事項の審査（主観数値） 

（競争入札参加資格審査項目） 

県発注工事成績 

ISO14005取得の有無 

 

指名除外等月数 

CCUSの活用状況  

 

＋ 

－ 

＋ 

優良建設工事施工業者の選定
及び優良建設業者としての表
彰 

＋ 

＋ 

地域防災活動への貢献状況、社会

資本維持管理活動への貢献状況、

障害者の雇用の状況、働き方改革

の取組の状況、建設業労働災害防

止協会への加入状況、消防団協力

事業所の認定、協力雇用主の登録 

 

有資格者名簿を作成 

競争入札参加資格審査 

利用 
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２ 入札方式別フロー図 

 

 

 

 

  一般競争入札（事前審査型） 一般競争入札（事後審査型）  指 名 競 争 入 札  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般競争・指名競争に参加する者、随意契約の相手方となる者 

 
知事が定めた競争入札参加資格審査により資格の認定を受けた者 

前 提 

＝ 

対象工事の決定 

指名業者等選考委員会の開催 

 公告案の審査・決定 

 

公告開始 

設計図書の閲覧開始 

入札参加希望書等の配布 

業者が入札参加希望書 

及び資料を提出 

入札参加資格の審査 

入札参加資格の審査 
結果の通知 

入  札 

 
契  約 

指名業者等選考委員会の開催 

 指名業者決定 

 
契 約 

対象工事の決定 対象工事の決定 

指名業者等選考委員会の開催 

 公告案の審査・決定 

 

公告開始 

入  札 

落札候補者の決定通知 

落札候補者について 
入札参加資格の審査・落札決定の

通知 

 
契  約 

入  札 

 

設計図書の閲覧開始 

指名通知 

 

設計図書の閲覧開始 

 
 
 

落札決定の通知 

 
 
 

落札決定の通知 
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３ 入札方式（請負対象設計金額別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広島県の建設工事入札制度の概要 

 

5千万円 5億円 

指名競争入札 

請負対象設計金額 

令和７年６月１日～ 

※１ 一般競争入札（事前審査型）におけるＷＴＯ政府調達協定対象工事については、請負対象
設計金額が 27億 2,000万円以上（令和６年４月～令和８年３月）の建設工事が対象となる。 

1千万円 

請負対象設計金額は税込です 

総合評価落札方式 

低入札価格調査制度 

一般競争入札 

原則実施  

１億円 

試行 

予定価格の事後公表 

27.2億円 

WTO 

土木一式工事（9,000万円以上） 

9千万円 

予定価格の事前公表 

 土木一式工事（9,000万円未満） 

予定価格の事後公表 

土木一式工事以外の工事（１億円万円以上） 

予定価格の事前公表 

土木一式工事以外の工事（１億円未満） 

特定建設工事共同企業体 
 

入札ボンド制度 
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４ 一般競争入札への参加資格要件 

一般競争入札（事前審査型）では、入札前に参加希望者全員に対して参加資格要件の確認を行うが、一

般競争入札（事後審査型）は、開札後に落札候補者に対してのみ参加資格要件の確認を行う。 

※ 参加資格要件は、入札案件ごとに異なるので各入札公告により確認すること。 
 

(1) 県の建設工事入札参加資格者名簿における格付等級 

当該工事の請負対象設計金額の区分に応じ、建設工事指名業者等選定要綱（以下「選定要綱」という。）

別表第４に定めるものであること。 

   選定要綱別表第４（抜粋）《土木一式工事の場合》 

請負対象設計金額 格付け 

2 億 3,000 万円以上 Ａ  

1 億 2,000 万円以上 2 億 3,000 万円未満 Ａ(県内)  

6,000 万円以上 1 億 2,000 万円未満 Ａ(県内) Ｂ 

2,300 万円以上 6,000 万円未満 Ｂ Ｃ 

1,000 万円以上 2,300 万円未満 Ｃ  

1,000 万円未満 Ｃ Ｄ 
 
 (2) 年間平均完成工事高 

当該工事の業種に係る年間平均完成工事高（(1)資格の認定の基礎になっている経営事項審査の総合評

定値通知書又は審査基準日がこれより後である経営事項審査の総合評定値通知書等に記載されているも

のとする。）が、予定価格（消費税及び地方消費税相当額を除く。以下同じ。）以上（予定価格が 4,500

万円未満（建築一式工事の場合は 9,000 万円未満）である工事においては予定価格の 1/2 以上）であるこ

と。 
 
 (3) 特定建設業許可の要否 

建設業法施工令第２条に定める金額以上を下請け契約する場合は、当該工事の業種について建設業法

第 15条の規定による特定建設業の許可を受けていること。 
 
 (4) 営業所の所在地（※工事の種類又は性質等によって定めることができる。） 

当該工事の業種について営業所又は主たる営業所を広島県内又は県内の一定地域内に有すること。 
 
 (5) 同種工事の元請施工実績（※工事の種類又は性質等によって定めることができる。） 

  ア 当該工事と同様の種類及び規模の工事（原則として当該発注工事の規模の 80％以上の工事とする。）

の元請施工実績（原則として直近 10 年から 15 年以内のものとし、かつ、特定建設工事共同企業体又

は経常建設共同企業体の構成員としての実績は、原則として出資比率 20％以上の場合のものとする。）

を有すること。 

イ 広島県内の公共工事において、当該工事と同一の業種の元請施工実績を有すること。 
 

(6) 配置技術者に係る要件（※工事の種類又は性質等によって定めることができる。） 

当該工事に必要な監理技術者又は主任技術者等の資格を有する者（経験の有無及びその時期を指定す

ることができる。）を配置（専任配置を条件とすることができる。）できること。 
 

 (7) その他 

  ・ 県の指名除外・下請制限・契約制限等 

・ 建設業法の規定による営業停止処分 

・ 会社更生法に基づく更生手続等の状況 

・ 民事再生法に基づく再生手続等の状況 

・ 当該工事に係る設計業務の受託者等との資本・人的関係 

・ 地方自治法施行令第 167条の４の規定への該当 など 

請負対象設計金額は税込です 
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５ 特定建設工事共同企業体（特定ＪＶ）制度 
  県工事は、単体企業への発注を原則とすべきものであり、特定建設工事共同企業体の活用は、工事の種類と目

的を勘案し、単体企業による施工に比べ効果的な施工が確保できると認められる場合に限り行う。 

特定建設工事共同企業体への発注に付すべき工事は、次のとおり、大規模かつ技術的難度の高い施設の工事で、

知事が指定した工事とする。 

（対象工事） 
・ １件の請負対象設計金額がおおむね５億円以上（維持管理の場合はおおむね３億円以上）の橋梁、トンネル、

ダム、港湾、下水道等の土木構造物 

・ １件の請負対象設計金額がおおむね５億円以上（維持管理の場合はおおむね３億円以上）の建築物又は設備 

・ 工事の性格等に照らして、共同施工により効果的かつ円滑に工事を実施する必要があると認められる工事 

・ 特殊な技術等を要する工事であって、確実かつ円滑な施工を図るため技術力等を特に結集する必要がある 

と認められる工事 

     構成員・組合せ表 

請負対象設計金額 構成員数 組 合 せ       

 おおむね ３億円以上１０億円未満 
２者  ＡＡ又はＡＢ 

 おおむね１０億円以上２０億円未満 

 おおむね２０億円以上３０億円未満 
３者 

 ＡＡＡ又はＡＡＢ 

 おおむね３０億円以上５０億円未満  ＡＡＡ 

（注）おおむね50億円以上の工事については、４者以上にすることができる。 
 

なお、平成29年６月から、意欲のあるＢ業者に地域の大規模工事への挑戦機会を提供するため、発注工事の内

容や地域の実情を踏まえて、予定価格１億円以上５億円未満の知事が特に認めた軽易な土木工事一式について、

単体Ａ業者と格付けＢ業者同士の特定ＪＶによる混合入札が可能な制度を、限定的に実施している。 

 

６ 予定価格の公表 
  県が発注する建設工事の入札において、予定価格を次のとおり公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
７ 入札ボンド制度 

  過度な入札参加の抑制により、質の高い競争環境を整備するため、金融機関が行う建設企業の財務状況等に応

じた与信枠の設定等の市場機能を活用する。 

(1) 対象 

請負対象設計金額５億円以上の建設工事 

(2) 入札ボンドの種類 
・ 現金 

  ・ 現金に代わる担保となる有価証券（利付国債に限る。） 
  ・ 保険会社の入札保証保険 
  ・ 金融機関・保証事業会社の契約保証の予約 
  ・ 金融機関の入札保証 
   ※ 現金、有価証券及び金融機関の入札保証については、落札決定時等に入札者へ還付 
(3) 保証を求める割合 

入札金額（税込）の 100分の５以上 

時

期 

対象工事 
公表理由 公表方法 

業種 請負対象設計金額 

事

後 

土木一式工事 
9,000 万円以
上 

大規模工事
における適
正な見積り
及び競争を
促進する。 

広島県 HPの調達情報（契約締結後） 

※５億円以上は広島県議会の議決後に公表 
上記以外 １億円以上 

事

前 

事後公表対象工事を除く全ての工事 

（１億円未満） 

入札の透明

性の向上 

一般競争 広島県 HPの調達情報（入札公告） 

指名競争 
広島県 HP の調達情報（入札情

報）、指名通知書、入札等一覧表 

請負対象設計金額は税込です 
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８ 低入札価格調査制度 

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申込みをした者の当該申込みに係る価格によってはその

者により当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認めるとき、又はその者と契約を締結

することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認めるときは、その

者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって申込みをした他の者のうち、最低の価格をもっ

て申込みをした者を落札者とすることができる。（自治法施行令第 167条の 10第１項） 
 

(1) 対象工事 

    全ての建設工事 
 
   (2) 調査基準価格の設定     

１ 電子入札案件 

  応札者５者以上は予定価格の 85％～92％の範囲で入札価格の平均額から標準偏差の２分の１を引 

いた額 

応札者５者未満は予定価格の 85％～92％の範囲で入札価格の平均額の概ね 95％ 

  ※予定価格に対して適切に積算されていると認められないものは、入札価格の平均額の算出対象

から除く   

２ 電子入札案件以外 

予定価格の概ね 90％ 
 

≪予定価格の概ね 90％とは≫ 

予定価格算定の基礎となった額に 100分の 90を乗じ、100万円以上の場合は 10万円単位、100

万円未満の場合は１万円単位とし、端数を切り捨てた額 

 
  

(3) 適正な履行確保の基準 

   低価格入札者が、次の基準のすべてを満たさない場合は、当該入札者は、原則として、契約内容に適 

合した履行がされないおそれがあるものと判断され、落札者とはならない。 
 
      １ 数値的判断基準 

入札書に記載した価格が工事費総額で失格とする基準価格（総額失格基準価格）以上であること。 
 

≪総額失格基準価格の設定≫ 

・ 有効な入札価格である入札参加者が５者以上の場合は、入札参加者の入札価格が正規分布 

となると仮定し、有効な入札価格の平均値から標準偏差を減じた額とする。  

・ 有効な入札価格である入札参加者が５者未満の場合は、有効な入札価格の平均の額の 90％ 

に相当する額とする。 
 

２ 基本的判断基準 

・ 低入札価格調査に際し誠実で協力的であること。 

・ 企業努力による適正な見積りに基づく公正な価格競争の結果であること。  

・ 工事の手抜き、下請け（予定者）へのしわ寄せ、労働条件の悪化、安全対策の不徹底等につな

がるおそれがないこと。 

・ 当該低価格入札の開札日から起算して過去２年間に県が引渡しを受けた県発注工事において、 

 工事成績評点が 65点未満の工事がないこと。 

・ 当該低価格入札の開札日から起算して過去２年間に、品質管理、安全管理、不適切な施工体制 

等又は下請業者・資材業者に対する代金の支払状況等に関し、指名除外（措置日を基準日とする。） 

を受けていないこと。 

ただし、低価格入札により受注した県発注工事に関してなされたものに限る。 

・ 建設工事における低入札価格調査制度事務取扱要綱第 10条各項各号に規定する措置及び追加措 

置の履行が予定されていることが確認できること。 
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低入札価格調査制度のイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

入札価格による総額失格基準価格設定の概念図（総合評価落札方式を適用しない場合） 

【標準偏差（σ）】
ｎ

ｉ＝１

σ２ ＝ ｘ
－

）
２（xi－

ｎ－１
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1

【正規分布曲線】
1 （x－μ）２

√（２πσ２） ２σ２

（μは平均，σは標準偏差）

f（x） ＝ exp －

請負対象設計金額は税込です 

 

0

0.002

0.004

0.006

0.008

0.01

0.012

0.014

0.016

-100 -80 -60 -40 -20 0 20 40 60 80 100

【 凡例 】 
    正規分布曲線 
 ◇×  入札価格 
  ×   失格者 

× 

× 
平均値 

総額失格基準価格 

標準偏差 
（σ） 

失格者 

落札候補者 



- 13 - 

 

(4) 低価格入札者と契約する場合の措置 

  低価格入札者と契約する場合、適切な履行を確保するため、以下の措置を追加で求める。 

 

※③～⑤は、発注者による依頼に基づき調査対象者が提出※③～⑤は、発注者による依頼に基づき調査対象者が提出※③～⑤は、発注者による依頼に基づき調査対象者が提出

項目 通常の契約の場合 低価格入札者と契約する場合 備考

契約保証の額 請負代金額の10分の１以上 請負代金額の10分の３以上

契約解除に伴う
違約金

請負代金額の10分の１ 請負代金額の10分の３

契約不適合
責任期間

引き渡しから２年
（設備機器本体等の場合は１年）

引き渡しから４年
（設備機器本体等の場合は２年）

技術者の追加配置 なし
監理技術者又は主任技術者と
同等程度の技術者を専任で１名配置

設計金額5,000万円以上

技術者と現場代理人
の兼務制限

なし
監理技術者又は主任技術者と
現場代理人の兼務禁止

設計金額5,000万円未満

施工体制等確認 なし
下請業者等への支払状況の
報告義務等

工事完成後調査 なし
工事費内訳・下請への支払・労務者
確保等の実績、労務監査の受検

施工中の労務監査 なし
施工中（進捗が概ね５割時点）の
労務監査の受検義務

重点調査を受けた場合
又は設計金額５億円以
上の場合

前金払いの額 請負代金額の10分の４以内 請負代金額の10分の２以内
重点調査を受けた場合
のみ

入札参加制限 なし
引き渡しまでの間の県発注工事等
への参加を制限

重点調査を受けた場合
のみ

第三者照査 なし
第三者による出来形管理
及び品質管理の照査の実施義務

重点調査を受けた場合
のみ

重点調査となる場合
①予定価格の75％を下回る価格で入札した調査対象者
②当該競争入札の開札時に、低価格入札者として請負契約を締結した他の工事を引渡す前である調査対象者

低価格入札者と契約する場合の措置

【建設工事】

5 
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９ ダンピング防止のための契約後モニタリング 

(1) 請負代金内訳書への特定経費の明示 

  契約後に提出される請負代金内訳書に法定福利費及び労務費の明示を求めるとともに、法定福利費が基

準額を下回る場合に算出根拠の確認等を行う。 

 

 

 

(2) 工事完成後調査 

入札時及び契約締結時に誓約書の提出を義務付け、低価格入札者でない受注者についてもダンピング受

注が疑われる場合には、低入札価格調査制度における工事完成後調査に準する調査を実施する。 

 

法定福利費の確認 

【ダンピング受注が疑われる場合】 

① 入札時に提出された工事費内訳書の直接工事費、共通仮設費、現場管理費又は一般管理費等の

各費目が、官積算と比較して著しく低い場合 

② 賃金や各種保険等の労働条件が適正に確保されていない疑いがある場合 

③ 下請契約及び下請代金支払等が適正ではない疑いがある場合 

④ 施工中に事故等が発生し、発生した要因が、適切な施工が行われていなかったことによるもの

と疑われる場合 

⑤ 落札率が 90％を下回る場合 
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１０ 建設工事に係る総合評価落札方式 
総合評価落札方式では、価格と品質で総合的に優れたものをもって申込みをした者を落札者とする。（地

方自治法施行令第 167条の 10の２（第 167条の 13により準用される場合を含む。）） 
 

(1) 対象工事及び適用基準 

次のいずれかの建設工事に係る入札を対象とする。 

総合評価落札方式の型式 請負対象設計金額 工事内容 

技術評価１型 

5,000万円以上 

 

特に品質の確保、耐久性を重視する工種や施工難易度
の高い工種を含み、技術的な工夫の余地が大きい工事に
おいて、工事目的物の品質確保の方法等と入札価格を一
体として評価することが妥当とされる工事 

技術評価２型  

特に品質の確保、耐久性を重視する工種や施工難易度
の高い工種を含むものの、技術的な工夫の余地が小さい
工事において、一般交通等への安全対策、周辺環境への
影響緩和対策等と入札価格を一体として評価すること
が妥当とされる工事 

実績評価１型 
 技術的な工夫の余地が小さいと認められる工事に 
おいて、同種工事の経験及び工事成績等と入札価格を 
一体として評価することが妥当とされる工事 

実績評価２型 
（5000 万円未満の工事にも試行的

に実施）※ 

技術的な工夫の余地が小さいと認められる工事にお
いて、同一業種工事の経験及び工事成績等と入札価格を
一体として評価することが妥当とされる工事 5,000万円未満 

  ※ 請負対象設計金額 5,000万円未満の土木工事において、「業者数が少ないことから地域要件を比較的

広く設定している事務所」や「専門工事であり地域要件を比較的広く設定している工種」に限定し、

試行する。 
 

(2) 評価方法等 

標準点（基礎点）と加算点を合計した点数（以下「技術評価点」という。）を当該入札者の入札価格で 

除す次の式で得られた数値（以下「評価値」という。）をもって行う。なお、標準点（基礎点）は 100

点とする。 

   技術評価点 ＝ 標準点（基礎点）＋ 加算点（※） 

   評 価 値 ＝ 技術評価点 ／ 入札価格（税抜き、単位：千円）×１,０００ 

    ※総合評価の型式により、価格以外の評価点の合計を 60点～70点換算） 

 加算点の計算方法については、次の表のとおりである。 

工事区分 加算点の計算方法 

土木工事 

（評価項目） 
・ 総合評価落札方式の型式及び工事の目的・内容により必要となる技術

的要件等に応じ設定する。 
（配点） 
・ 評価項目毎にその必要度、重要度に応じて定める。 
（加算点の最高点数） 
・ 評価項目毎の得点の合計から換算する加算点の最高点数は、10～80
点の範囲内とする。 

営繕工事 

建築一式工事 

電気設備工事・管工事等 

（評価項目）及び（配点） 
・ 土木工事と同様。 
（加算点の最高点数） 
・ 各評価項目の得点の合計から換算する加算点の最高点は 20～70 点の
範囲内とする。 

 (注) 全ての型式について、応札時に「自己採点表」の提出を求め、最も評価値の高い者から審査し、落

札候補者を決定する。

請負対象設計金額は税込です 
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総合評価落札方式【建設工事（土木工事）】の評価項目改正（R7.6～）           

 実績評価２型 実績評価１型 技術評価２型 
技術評価１型 
(3億円未満) 

技術評価１型 
(3億円以上) 

(1) 技術提案   8.0～11.0 8.0～15.0 19.0～30.0 

① 実施方針     3.0 

② 品質に関する課題    (4.0)8.0 (8.0)16.0 

③ 施工に関する課題   (4.0)8.0 ◎4.0 ◎8.0 

④ 工期設定の適切性〈選択〉   ◎3.0 ◎3.0 ◎3.0 

(2) 企業の施工能力 7.0～11.0 11.0～15.0 11.0～15.0 12.0～15.0 11.0～14.0 

① 過去15年間の同種・同規模工事の施工実績  2.0 2.0 2.0 2.0 
② 過去3年間の工事成績3件の平均点（過去5年間の

工事成績の最高点※）※「実績評価２型」限定 
3.0 6.0 6.0 6.0 6.0 

③ 過去 2年間に当該業種で優良建設業者の表彰・特別

表彰に該当 
2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 

④ 登録基幹技能者の配置〈選択〉 ◎1.0  ◎1.0  ◎1.0  ◎1.0  ◎1.0  

⑤ 自社施工〈選択〉 ◎1.0  ◎1.0  ◎1.0  ◎1.0  ◎1.0  

⑥ 建設キャリアアップシステムの活用〈選択〉 1.0 ◎1.0 ◎1.0 1.0  

⑦ 「過去２年間の「広島県建設分野の革新技術活用制

度」登録技術の活用実績の有無 
1.0  1.0  1.0  1.0  1.0  

⑧ ICT活用工事の実績の有無〈選択〉 ◎2.0  ◎1.0  ◎1.0  ◎1.0  ◎1.0  

 (3) 配置予定技術者の能力 10.0～14.0 10.0～13.0 8.0～11.0 8.0～11.0 8.0～11.0 

① 主任(監理)技術者の保有する専門資格〈選択〉 ◎1.0 ◎1.0 ◎1.0 ◎1.0 ◎1.0 
② 若手・女性技術者の配置 2.0 2.0    

③ 過去6年間の工事成績3件の平均点（過去6年間の

工事成績の最高点※）※「実績評価２型」限定 
1.0 3.0 3.0 3.0 3.0 

④ 過去 15 年間の主任（監理）技術者の同種・同規模

工事の施工経験の有無 
  2.0 2.0 2.0 

過去 15 年間の主任(監理)技術者の同一業種の工事

の施工経験の有無 
2.0 2.0    

⑤ 過去 15 年間の主任(監理)技術者の同一業種の施工

経験工事の従事役職 
2.0 1.0 1.0 1.0 1.0 

⑥ 過去2年間の継続教育（ＣＰＤ）の取組み 2.0 1.0 1.0 1.0 1.0 
⑦ 主任(監理)技術者が過去2年間に当該業種で優秀技

術者の表彰に該当 
※若手優秀技術者は土木一式のみ 

1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 

⑧ ICT活用工事の実績の有無〈選択〉 ◎3.0  ◎2.0  ◎2.0  ◎2.0  ◎2.0  

(4) 地域の精通性 4.0 1.0 1.0 1.0 1.0 

① 地域内における主たる営業所又は自社工場の有無 
※「自社工場」は<選択> 

2.0 1.0 1.0 1.0 1.0 

② 過去3年間の地域内における同一業種の工事の施工

実績 
2.0     

(5) 地域貢献の実績 
（発注事務所管内での実績に限定） 

2.0～8.0 1.0～3.0    

① 過去１年間のボランティア活動の実績の有無（ﾏｲﾛｰ

ﾄﾞﾗﾌﾞﾘﾊﾞｰ制度認定） 
2.0 1.0    

② 過去5年間の地域維持業務の受注実績【土木一式の

み】※昼夜問わず緊急対応が必要な業務（路線委託業務除雪業務（凍

結防止剤散布含む）及び防潮扉開閉業務） 
◎2.0     

③ 過去4年間の災害復旧工事等の受注実績 

【土木一式のみ】 
◎4.0   ◎2.0    

(6) 施工体制評価 5.0 5.0 0～5.0 5.0 0～5.0 

① 調査基準価格以上で応〈選択〉※５億円未満のみ ◎5.0 ◎5.0 ◎5.0 5.0 ◎5.0 

(7) 指名除外の状況 -1.0 -1.0 -1.0 -1.0 -1.0 

① 過去1年間における指名除外措置の有無 -1.0 -1.0 -1.0 -1.0 -1.0 

合  計 23.0～42.0 23.0～37.0 28.0～43.0 34.0～47.0 39.0～61.0 

配  点（換算値） 60点換算 60点換算 60点換算 60点換算 70点換算 

※各型式の評価項目は標準例であり、実施にあたっては変更となる場合がある。 
※配点欄（ ）は(1)②、③において課題が２つ以上ある場合の配点とする。 
※◎は工事の内容により評価項目の設定を行わない場合がある。 
※ＷＴＯ案件を含むＪＶ工事の型式・評価項目等は別途決定する。 
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総合評価落札方式【建設工事（営繕工事）】の評価項目改正（R7.6～）          

 実績評価型 技術評価２型 技術評価１型 

(1) 技術提案  9.0 18.0 

① 性能・機能の向上に関する課題   9.0 

② 社会的要請への対応に関する課題  9.0 9.0 

(2) 企業の施工能力 8.0 8.0 8.0 

① 過去15年間の同種・同規模工事の施工実績 1.0 1.0 1.0 

② 過去３年間の工事成績3件の平均点 3.0 3.0 3.0 

③ 過去 2年間に当該業種で優良建設業者の表彰・特別表彰に該当 2.0 2.0 2.0 

④ 登録基幹技能者の配置〈選択〉 1.0  1.0  1.0  

⑤ 建設キャリアアップシステムの活用 1.0 1.0 1.0 

 (3) 配置予定技術者の能力 7.0～8.0 3.0～4.0 3.0～4.0 

① 若手・女性技術者の配置 2.0   

② 過去15年間の主任（監理）技術者の同種・同規模工事の 

施工経験の有無 
3.0 1.0 1.0 

③ 過去２年間の継続教育（ＣＰＤ）の取組み 1.0 1.0 1.0 

④ 主任(監理)技術者が過去2年間に当該業種で優秀技術者の 

表彰に該当 
1.0 1.0 1.0 

⑤ 主任(監理)技術者の保有する専門資格〈選択〉 ◎1.0 ◎1.0 ◎1.0 

(4) 地域の精通性 3.0～4.0 2.0～3.0 2.0～3.0 

① 地域内における主たる営業所の有無 2.0 1.0 1.0 

② 過去10年間の地域内における同種・同規模工事の施工実績 1.0 1.0 1.0 

③ 広島県被災建築物応急危険度判定士の認定状況 <選択> ◎1.0 ◎1.0 ◎1.0 

(5) 施工体制評価 0～5.0 0～5.0 0～5.0 

① 調査基準価格以上の場合加点。〈選択〉※５億円未満のみ ◎5.0 ◎5.0 ◎5.0 

(6) 指名除外の状況 -1.0 -1.0 -1.0 

① 過去1年間における指名除外措置の有無 -1.0 -1.0 -1.0 

合  計 17.0～25.0 21.0～29.0 30.0～38.0 

配  点（換算値） 40点換算 50点換算 60点換算 

※各型式の評価項目は標準例であり実施にあたっては変更となる場合がある。 
※◎は工事の内容により評価項目の設定を行わない場合がある。 
※WTO案件の型式・評価項目等は別途決定する。 
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１１ 指名除外措置 
一般競争入札及び指名競争入札の入札に参加し、並びに随意契約の相手方となるため、知事から入札

参加資格の認定を受け、県の建設工事入札参加資格者名簿に登載されている建設業者が不正行為等を起

こし、「建設業者等指名除外要綱」に規定する所定の要件に該当した場合には、一定期間、当該建設業者

を指名せず、又は契約の相手方としない。 

 

１２ 談合情報対応 
 (1) 談合情報への対応について 

各部局に「公正入札調査委員会」を設置し、談合情報が寄せられた場合や、入札結果に規則性が認め

られる場合などの談合疑義事実が確認された場合には、当該情報に関する調査を実施するとともに、公

正取引委員会・警察本部への通報など、「談合情報対応マニュアル」に基づき、厳正に対処している。 

   【談合情報対応マニュアルの内容】 

    ・ 談合情報を得た場合の連絡（公正入札調査委員会の開催） 

    ・ 報告の手順及び対応体制のあり方 

    ・ 公正取引委員会及び警察本部への通報の手順 

    ・ 談合の事実が確認された場合の入札手続の取扱い など 
 
 (2) 「公正入札調査委員会」における審議 

 当該情報の信ぴょう性等の判断及び公正取引委員会・警察本部への通報について調査審議 
 
 (3) 信ぴょう性の判断基準 

  ア 情報提供者の氏名・連絡先及び対象工事名・落札予定業者が明らかである場合 

  イ 情報提供者が匿名である場合は、対象工事名・落札予定業者が明らかであり、次に掲げる情報のい

ずれかが含まれている場合。（通報者の氏名、連絡先が明らかでも、情報提供者が匿名の場合は同様） 

(ｱ) 談合に関与した業者名が明らかであること 

(ｲ) 談合が行われた日時、場所及び具体的な談合の方法が明らかであること 

(ｳ) その他談合に参加した当事者以外に知り得ない情報があること 

 

１３ 外部からの働きかけ等があった場合の記録・報告・公表制度 
 (1) 不当な働きかけ等の範囲 

不当な働きかけ等とは、働きかけ等（働きかけ及び情報提供要求）のうち、入札・契約事務の公正を

害すると認められる、次に掲げる行為である。 
 

行  為 内  容 

不当な働きかけ 
指名業者の選定に当たり、特定の者を指名することを依頼するなど、職員に対し
て、不適切な行為を行うことを要求する行為をいう。 

不当な情報提供要求 
入札前において、指名業者の名称など、職員に対して、入札・契約に係る公表さ
れていない情報の提供を要求する行為をいう。 

 
 (2) 外部からの働きかけ等に対する対応 

職員は、外部から建設工事等の入札等に係る働きかけ等を受けた場合、原則、次のとおり対応する。 

 対     応 

①  告 知 
記録簿を作成する旨及び働きかけ等が不当なものと判断された場合は、その内容を公表
することがある旨を告知 

②  記 録 働きかけ等を行った者の氏名及び内容等を記録 

③  報 告 
不当な働きかけ等又はその疑いのある行為について、本庁工事主管課を通じ、各部局に
設置する公正入札調査委員会へ報告 

④  判 断 不当な働きかけ等に該当するか公正入札調査委員会が判断 

⑤  公 表 公正入札調査委員会の判断により、必要に応じ、不当な働きかけ等の内容を公表 
 
 (3) 指名除外措置 

資格者である個人又は資格者の役員若しくは使用人が、本県の職員に対して不当な働きかけ等を行い、

工事の請負契約の相手方として不適当であると認定をした日から１か月以上９か月以内 
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１４ 苦情処理手続 
 (1) 指名競争入札及び随意契約について 

指名競争入札及び随意契約において、指名されなかった者及び契約の相手方とされなかった者からの

苦情を適正に処理するため、｢建設工事における入札・契約の過程に係る苦情申立てに関する要綱｣を定

め、次のとおり対応している。 

契約締結方法

の 区 分 
申立てができる者 

申立てができる

事項 
苦情申立期間 

指名競争入札        

当該入札と同一業種において知事の資格

認定を受けて県建設工事入札参加資格者

名簿に登載されている建設業者（以下｢資

格者｣という。）で、当該競争に参加でき

る者として指名されなかった者 

指名されなかっ

た理由 

入札契約担当職員が指名

理由の公表を行った日の

翌日から起算して１０日

（県の休日を除く。）以内 

随 意 契 約        

当該契約と同一の業種における資格者

で、当該契約の相手方として選定されな

かった者 

当該契約の相手

方として選定さ

れなかった理由 

入札契約担当職員が契約

の相手方を選定した理由

の公表を行った日の翌日

から起算して１０日（県

の休日を除く。）以内 
 
(2) 指名除外措置、下請制限措置及び契約制限措置について 

指名除外措置、下請制限措置及び契約制限措置について、指名除外措置、下請制限措置又は契約制限

措置を受けた者からの苦情を適正に処理するため、「建設業者等指名除外要綱」、「県発注工事における下

請負の制限基準」及び「県発注工事等における暴力団排除のための契約制限要綱」において、苦情申立

に関する規定を整備し、次のとおり対応している。 

措置の区分 申立てができる者 申立てができる事項 苦情申立期間 

指名除外措置 指名除外措置を受けた者 
措置を受けることと

なった理由 
当該措置の期間内 

下請制限措置 下請制限措置を受けた者 
措置を受けることと

なった理由 
当該措置の期間内 

契約制限措置 契約制限措置を受けた者 
措置を受けることと

なった理由 
当該措置の期間内 

 

１５ 再苦情処理 
 (1) 趣旨 

県発注建設工事等に対する入札及び契約に係る透明性の向上を図るため、入札及び契約の過程及び指

名除外等の措置及び成績評定に係る再苦情を広島県公共工事入札監視委員会（第三者機関）が審議する。 
 
 (2) 入札及び契約の過程に係る再苦情（再説明）の対象 

建設工事及び測量・建設コンサルタント等業務に係る入札及び契約の過程に関する入札参加資格がな

いとされた理由などの苦情等の処理を発注機関で行った後に、これらの説明等に不服がある場合に再苦

情（再説明）申立てを行ったもの。 

 


